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表紙「世界人権宣言啓発書画・第15条」 提供：公益財団法人人権擁護協力会

こ ぎ たいほう

世界人権宣言啓発書画は，日本の書道家小木大法氏とブラジルの画家オタビ
オ・ロス氏が，世界人権宣言に示された人類の英知に感動し，生き生きと，は
つらつと生きている人をたたえる人間賛歌として受け止め，その感動を芸術的
に表現しようとしたものです。

「旗」

国籍を示す旗の絵で，すべての人が
国籍を有する資格があることを表わしたもの
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人権教育・啓発白書の刊行に当たって

法務大臣

文部科学大臣

私たちが生きていく上で最も大切なことは，誰もが幸せに暮らせるよう，
お互いを思いやり，人権が尊重される社会を築いていくことであると思って
おります。
今日の我が国社会の人権状況を見ますと，基本的には，人権尊重の理念が

広く国民に浸透し，人権を尊重する社会が築かれているということができる
と思います。しかしながら，近年の社会の急激な変化の中で，子供の人権問
題，インターネット上の人権侵害，障害のある人や高齢者の人権問題に加
え，性的指向及び性自認を理由とする偏見や差別の問題，いわゆるヘイトス
ピーチ等の外国人の人権問題などが出現するとともに，我が国固有の人権問
題である同和問題（部落差別）も依然として存在しています。
改めて，私たち一人一人が，人権についての理解と知識を深め，人権が尊

重される社会の実現に向けて歩み続けることの重要性を認識する必要がある
のではないかと思っております。
平成３０年は世界人権宣言が採択されてから７０周年に当たります。そして，

平成３２年には，東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を控える
など，社会全体で人権問題に取り組もうとする機運が高まってきています。
様々な人たちが我が国を訪れるこの機会を契機として，誰もが相互に人格と
個性を尊重し支え合う「心のバリアフリー」を推進し，共生社会の実現につ
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なげるとともに，東京大会以降のレガシーとして残していきたいと考えてい
ます。
政府は，平成１４年３月に策定した「人権教育・啓発に関する基本計画」（平

成２３年４月一部変更）に基づき，国民の一人一人が人権に関する正しい知識
と日常生活の中で生かされるような人権感覚を身に付けることができるよ
う，学校，地域，家庭，職域その他の様々な場を通じて，各種人権課題の解
決に向けた施策に取り組んでまいりました。
今後とも，国民の皆様の人権を守るために，人権教育及び人権啓発に関す

る施策を推進してまいります。
本白書は，「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく年次報
告であり，政府が平成２８年度に講じた人権教育及び人権啓発に関する施策に
ついて取りまとめたものです。
本白書により，人権教育及び人権啓発に関する施策の状況について多くの

方々に御理解いただき，今後，人権について一層理解を深めるきっかけにし
ていただければ幸いです。

平成２９年６月
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はじめに

我が国においては，基本的人権の尊重を基本理念の一つとする「日本国憲法」（以下「憲
法」という。）の下で，国政の全般にわたり，人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進
が図られてきた。それは，憲法のみならず，戦後，国際連合（以下「国連」という。）に
おいて作成され，現在，我が国が締結している人権諸条約等の国際準則にものっとって行
われている。また，我が国では，長年にわたり，国，地方公共団体と人権擁護委員を始め
とする民間のボランティアとが一体となって，地域に密着した地道な人権擁護活動を積み
重ねてきた。その成果もあって，人権尊重の理念が広く国民に浸透し，基本的には人権を
尊重する社会が築かれているということができる。
一方で，人権課題の生起がやむことはなく，近年の急速な情報通信技術の進展や外国人

の入国者数の増加等による情報化や国際化に加えて，晩婚化や平均寿命の伸長その他の原
因による少子化や高齢化等により，我が国社会が急激な変化にさらされる中，インター
ネット上の人権侵害，外国人の人権問題，子どもの人権問題，障害のある人や高齢者の人
権問題等が関心を集めることとなっている。このような情勢の中，近年特に社会の関心を
集めていたヘイトスピーチの問題を背景として「本邦外出身者に対する不当な差別的言動
の解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成２８年法律第６８号。以下「ヘイトスピーチ
解消法」という。）が，また我が国固有の重大な人権問題である同和問題（部落差別）を
背景として「部落差別の解消の推進に関する法律」（平成２８年法律第１０９号。以下「部落差
別解消推進法」という。）が，それぞれ平成２８年中に成立し施行されている。
法務省の人権擁護機関は，「人権侵犯事件調査処理規程」（平成１６年法務省訓令第２号）

に基づき，人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害の救済に努めて
いるところである。平成２８年に法務省の人権擁護機関が新規に救済手続を開始した人権侵
犯事件数は１９，４４３件であり，対前年比で１，５５６件（７．４％）減少したものの，インターネッ
ト上の人権侵害情報に係る事件数が過去最高となるなど，新たな人権問題の傾向がうかが
える。
特に，子どもの人権に関しては，文部科学省が行った平成２７年度「児童生徒の問題行動

等生徒指導上の諸問題に関する調査」（確定値）によれば，小・中・高等学校における，
暴力行為の発生件数は５万６，８０６件と依然として憂慮すべき状況が見られ，また，いじめ
の認知件数は２２万５，１３２件であり，いじめによる重大な被害が生じた事案も引き続き発生
しているなど，教育上の大きな課題となっている。さらに，全国の児童相談所における児
童虐待に関する相談対応件数も，平成２７年度には１０万３，２８６件となっており，増加の一途
をたどっている。
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このような状況の下，政府では，府省庁間の連携を図りながら，国民に対する人権教
育・啓発活動を更に推進している。
学校教育においては，学校の教育活動全体を通じた人権教育の一層の充実等，人権尊重

の意識を高める取組を行うとともに，社会教育においては，国や大学が実施する社会教育
主事等を対象とした講習や研修を通じて，多様な人権課題に対応できる指導者の育成及び
資質の向上を図っている。
また，国民が人権について正しい認識を持ち，それらの認識が，日常生活の中での態度

面，行動面等に確実に根付くことにより，人権侵害のない社会が実現されるよう，法務省
の人権擁護機関が，関係府省庁や地方公共団体等と連携しつつ，様々な啓発活動等に取り
組んでいる。
一方，「平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会特別措

置法」（平成２７年法律第３３号）第１３条に基づき平成２７年１１月２７日に閣議決定された「２０２０
年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する施策
の推進を図るための基本方針」４⑷②「ユニバーサルデザイン・心のバリアフリー」にお
いて，高齢化が進展する中で，障害のある人及び高齢者にとどまらず，全ての人々の社会
参加を促進し，活躍の機会を増やすため，パラリンピック競技大会の開催を通じて，誰も
が安全で快適に移動できるユニバーサルデザインの考えに基づいた街づくりを推進すると
ともに，障害の有無等にかかわらず，誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「心のバ
リアフリー」を推進することにより，共生社会の実現につなげるものとされている。
この方針を踏まえ，東京大会を契機として，全国において，「心のバリアフリー」やユ

ニバーサルデザインの街づくりを推進し，大会以降のレガシーとして残していくため，平
成２８年２月に東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部の下に，
ユニバーサルデザイン２０２０関係府省等連絡会議を設置し，様々な障害者団体等の参画を得
て，共生社会の実現に向けた施策の総合的な検討を行った。そして，平成２９年２月，障害
者団体の出席を得て，ユニバーサルデザイン２０２０関係閣僚会議を開催し，「ユニバーサル
デザイン２０２０行動計画」を決定したところであり，今後，これらの施策を確実に実施して
いくこととしている。
さらに，平成２８年４月１日からは，全ての国民が，障害の有無によって分け隔てられる

ことなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的
とする「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成２５年法律第６５号。以下
「障害者差別解消法」という。）が施行されている。
これらを契機として，障害のある人の人権，高齢者の人権を始めとする各種人権課題

に，なお一層積極的に取り組んでいく必要がある。
本書は，平成２８年度において各府省庁が取り組んだ人権教育・啓発の施策を「人権教育

及び人権啓発施策」として取りまとめ，国会に報告するものである。
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